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はじめに
BEPSとは

現代の国際税務環境への影響

► 2013年2月にOECDがBEPSに対抗するための15の行動計画を打ち出して以来、それらに関

して様々な文書が発表されてきました。

► 各国政府、国連やEU等の国際機関はBEPS対抗策に関連して様々な税法改正を国際およ

び国内で提案してきています。

► BEPS行動計画および各国の税法改正の動きは、サプライチェーンの関わるビジネスな

らびに無形資産に関する契約に影響します。
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はじめに
BEPS行動計画の一時的影響

► OECDが発表したBEPS行動計画最終報告書は2015年10月G20メンバー国財務大臣により批
准されました。

► 国内法および国際条約に関して様々な提言が行われています。

► 国際取引に関する分析レポート。

► 一部の措置は多くの国々に即時的な影響を及ぼすであろうと考えられます。

► 行動計画8⇒無形資産に関する移
転価格

► 行動計画9⇒リスクと資本に関す
る移転価格

► 行動計画10⇒他のリスクの高い取
引に関する移転価格

► 行動計画13⇒マスターファイル、

ローカルファイル、国別報告書
（CbCR）

即時的影響

► 行動計画2⇒ハイブリッド事業体

► 行動計画6⇒租税条約の濫用

► 行動計画7⇒恒久的施設（PE）

► 行動計画14 ⇒紛争解決

► 行動計画15⇒多国間協定

条約に基づく行動計画

► 行動計画2⇒ハイブリッド事業体

► 行動計画3⇒外国子会社に関する
ルール（CFC rules）

► 行動計画4⇒利子控除と他の支払

► 行動計画5⇒有害税制

立法に関する行動計画

► 行動計画1⇒電子経済

► 行動計画11⇒ BEPSの経済分析

► 行動計画15⇒多国間協定

分析レポート
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行動計画13は移転価格に関する特に以下3点についての報告制度の検討。

BEPSの行動計画13
中身と重要性

国別報告書 (CbCR)

多国籍企業グループの各法人間の収入移
転、利益、税金、資産、従業員等の情報

の各国税務当局への報告。

マスターファイル
多国籍企業グループ親会社の事業、移
転価格に関する方針、資金調達方法、
タックスルーリング（税務規則）に関
する協定等の情報の当局への報告。

ローカルファイル
多国籍企業グループの子会社のローカ
ルビジネスに関する詳細情報、グルー
プ会社間の財、サービスおよび権利に
関する支払、移転価格方針に関する記
録（経済分析）等の各国政府への報告。

上記3種類のレポートは各国税務当局が多国籍企業グループが事業展開する各国法人の主要情報にアクセスする手段です。
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行動計画13
国別報告書 (CbCR)

報告義務対象

前事業年度の年間連結売上高7億5000
万ユーロ以上の多国籍企業グループ

ブラジル > 22億6000万レアル

提出日

1月～12月決算の場合、2017年12月31
日提出。

ブラジルでは2016年度に関して2017年
7月31日に初の国別報告書が提出され
ました。

報告する税務管轄の識別

多国籍企業グループの子会社が所在
する国、あるいは代理法人の所在す
る国。

当局多国間合意（MCAA）

国別報告を行った多国籍企業グルー
プの子会社がある各国同士の情報交
換に関する合意。

国別報告書で報告を要請される主な情報は以下です。

 

 



 

 
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国別報告書テンプレート
要求される情報

税務管轄
収入 税引き前利益

（損失）
支払法人税 発生法人税

資本金 利益余剰金
有形資産 従業員数

非関連者 関連者 合計

1.

2.

3.

4.

5.

税務管轄
税務管轄に
所在する法人

所在地の税務管轄
と法人組織が異な
る場合の税務管轄

主要な事業

R
&

D

知
的
財
産
の
保
持

あ
る
い
は
管
理

購
買
・
調
達

製
造

販
売
・
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
・
物
流

経
営
・
管
理
・

サ
ポ
ー
ト

グ
ル
ー
プ
会
社

へ
の
使
役
提
供

財
務
管
理

経
理
業
務

保
険

投
資
・
資
産
運
用

事
業
停
止
中

そ
の
他

1.

2.

3.

1.

2.

表1

表2

 

 



 

 

国別報告書は以下の情報を要求します。
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行動計画13
マスターファイル

報告義務対象

BEPS関連法、特にマスターファイルの
対象となる多国籍企業

OECDが定めたしきい値は売上高5000万
ユーロ（ローカル）です。

提出日

企業グループの事業年度終了12ヵ月後。

税務管轄によりマスターファイルの提出
日を指定する場合と、税務当局の要求に
備えて準備をしておけば良い場合があり
ます。

提出方法

移転価格税制の文書の通常の方法で
税務当局に提出する。

内容

1) グループの事業概要と組織図

2) 保有する無形資産の情報

3) グループ内金融活動に関する情報

4) グループ全体の財務状況と納税状
況

マスターファイルで報告を要請される主な情報は以下です。

 

 



 

 
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組織図 事業概要 無形資産 グループ内金融活動 財務状況と納税状況

組織図
► 法人格
► 所在地

主要営業利益源 グローバル戦略の内容 関連者あるいは非関連
者の債権者との借款契
約

事業年度の連結財務諸
表

サプライチェーン
► ５主要（回転）商品/サービス
► 売上の5％以上に相当する製品／
サービス

主要無形資産と法的所
有者

金融拠点の識別 事前確認（APA）や税
予告（Tax Rulings）

等国内決定事項の一覧
と中身

上記製品の主要市場 主要無形資産の契約 移転価格の財務方針の
詳細

主要なサービス契約 R&Dおよび無形資産に
関する移転価格の方針

子会社ごとの価値創造に貢献する主要
機能

主要な移転価格に関す
る詳細

事業年度内の組織変更、買収、分割な
ど

マスターファイル
要求される情報

 

 



 

 
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行動計画13
ローカルファイル⇒誰が、いつ、どのように、何を？

報告義務対象

BEPS関連法、特にローカルファイルの
対象となる多国籍企業の子会社

* ローカルファイルを要求しない国も
ある。
*限度額は国より異なる場合がある。

提出日

情報申告（Information declaration）と一緒に提出を
要求する国、子会社の事業年度終了から12ヵ月
後に提出を求める国などケースバイケース。

税務管轄により提出必須のところと当局からの
提示要求に備えて準備しておけば良いところが
ある。

提出方法

移転価格税制の文書の通常の方法で税務当
局に提出する。

内容

1) グループ内取引に関する情報

2) 上記取引の経済分析

3) 主要機能、資産およびリスク

ローカルファイルで報告を要請される主な情報は以下です。

 

 



 

 
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行動計画13
各国のBEPS法のステータス

草案

完成（施行可能）

公聴あるいは議論段階

ローカルファイルあるいはマスター
ファイルのみで可の国
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行動計画13
ブラジルの状況

ブラジル

データ 国別報告書 マスターファイル ローカルファイル

ステータス 適用可能 不適用 不適用

収入限度額 22億6千万レアル

施行日 2016年1月1日（2016年度）

二次ファイル 代理子会社／ローカル

罰則
申告漏れ、不正確あるいは不十
分な金額の3%相当の罰金

提出日

会計税務申告（ECF-Escrituração 

Contábil Fiscal）の提出日（事業年
度翌年の7月31日）

通知申請－国別報告書

事業体の種類 親会社 親会社 現地子会社

必要性   

期限 会計税務申告（ECF）提出日

罰則 BRL $500 - BRL $1.500の罰金およびECFシステムでの提出不可
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行動計画13
日本に特化したデータ

日本
データ 国別報告書 マスターファイル ローカルファイル

ステータス 適用可能 適用可能 適用可能

収入限度額 1000億円 > 1000億円
関連者との取引 / 50億円
無形資産を含む取引 > 3000億円

施行日 2016年4月1日 2016年4月1日 2017年4月1日

二次ファイル 親会社／子会社

罰則 3000億円以上 3000億円以上
市場取引価格算定に税務当局が
選ぶ比較数値をてきようするな
どの税務措置

提出日
事業年度終了12ヶ月後 事業年度終了12ヶ月後 事業年度終了12ヶ月後から起算

して45～60日後

通知申請－国別報告書

事業体の種類 親会社 親会社 現地子会社

必要性   

期限 事業年度の最終日

罰則 なし
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Contato EY

► 講師

カイオ・アウビーノ・デ・ソウザ
移転価格担当パートナー

+55 (011) 2573 3301

caio.albino@br.ey.com
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